
 

別 紙 

 

 

誓約事項及び競争参加資格確認に係る注意  

１ 競争入札参加申請に伴う誓約事項 

 本件委託業務の競争参加資格確認申請者は、競争参加資格確認申請をもって、次のとお

り誓約したものとみなしますので、ご自分の資格をよく確認してから申請してください。

  ※ 虚偽申請は指名停止の対象となりますのでご注意ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 競争参加資格確認について 

「かながわ電子入札共同システム」により競争参加資格「有」とされた場合でも（その

時点では細部にわたる資格確認はしていません。)、開札後、改めて資格を確認し、資格

が確認できなかった者の入札は無効としますのでご注意ください。 

  

誓 約 事 項 

 

 当社（私）は、本件委託業務の競争参加資格確認申請期限において、次のすべての事項に該当す

ることを誓約します。 

 なお、誓約後に次のいずれか１つ以上に該当しないこととなった場合は、本件入札を辞退します。 

 

１ 地方自治法施行令第 167 条の 4の規定（成年被後見人、被保佐人、被補助人、破産者で復権を

得ない者等）に該当しない者であること。 

 

２ ２年以内に電子交換所の取引停止処分を受けている者でないこと。 

※ 取引停止処分を受けても、その後、会社更生法に基づく更生手続開始又は民事再生法

に基づく再生手続開始の決定を受けている場合は除きます。 

 

３ ６か月以内に不渡手形又は不渡小切手を出している者でないこと。 

※ 不渡手形等を出しても、その後、会社更生法に基づく更生手続開始又は民事再生法に

基づく再生手続開始の決定を受けている場合は除きます。 

 

４ 債務の不履行により、所有する資産に対し、仮差押え、保全差押え又は差押えの命令及び競売

手続の開始決定を受けている者でないこと。 

 

５ 事業税、消費税、地方消費税を滞納している者でないこと。 

 

６ 神奈川県暴力団排除条例第２条第２号から第５号までに該当する者又はこれらの者と密接な関

係を有する者でないこと。 

 



＜ 入札公告 兼 入札説明書 ＞ 

 

次のとおり、委託業務番号「県土経２-14」について条件付き一般競争入札を行います。 

この入札は、総合評価方式(簡易型)により落札者を決定します。 

 

令和８年９月 15日 

 

神奈川県知事 黒岩 祐治 

 

１  競争参加資格 

入札に参加し、落札者となるためには、競争参加資格確認申請期限日（申請期間の末日）から落札

決定までの全期間にわたって、次に掲げる要件をすべて満たしていることを要します。 

(1) 各委託業務に共通する事項 

ア 神奈川県の競争入札参加資格（当該委託業務に係る業種）を有することについて知事の認定を

受けている者であること。  

イ 神奈川県が措置する指名停止期間中の者でないこと。 

ウ 地方自治法施行令第 167条の４の規定に該当する者でないこと。 

エ ２年以内に電子交換所の取引停止処分を受けている者でないこと。ただし、会社更生法又は

民事再生法に基づく裁判所の更生（再生）手続の開始決定を受けている者を除きます。 

オ ６か月以内に不渡手形又は不渡小切手を出している者でないこと。ただし、会社更生法又は民

事再生法に基づく裁判所の更生（再生）手続の開始決定を受けている者を除きます。 

カ 債務不履行により所有する資産に対し、仮差押命令、差押命令、保全差押又は競売手続の開始

決定がなされている者でないこと。 

キ 事業税、消費税、地方消費税を滞納している者でないこと。 

ク 神奈川県暴力団排除条例第２条第２号から第５号までに該当する者又はこれらの者と密接な

関係を有する者でないこと。 

 (2) 委託業務別事項 

  「委託業務別発注概要書」に記載のとおりです。 

 

２ 競争参加資格確認申請 

入札参加希望者は、別紙「誓約事項及び競争参加資格確認に係る注意」を必ず確認の上、「委託業務

別発注概要書」に記載した期限までに、「神奈川電子自治体共同運営電子入札システム」（以下「かな

がわ電子入札共同システム」という。）により競争参加資格確認申請を行ってください。競争参加資格

確認申請をもって、別紙「誓約事項及び競争参加資格確認に係る注意」の誓約事項について誓約した

ものとみなします。 

（※ 「参加資格要件をご確認ください」のメッセージが出た場合でも資格を備えていることが自

己確認できた場合は、「入札担当部署」に連絡した上で申請してください。公告日以前のデー

タで準備されているため、その後資格を備えた場合等にもメッセージが出ることがあります。） 

（※ ＩＣカードの不正使用が判明したときは、当該案件への入札参加資格の取消しや入札書の

無効等となりますので、ご注意ください。） 

 

３ 競争参加資格確認通知 

「かながわ電子入札共同システム」により所定の期限までに資格の有無を通知します。 

ただし、競争参加資格「有」とされた場合でも、開札後、改めて資格を確認し、資格が確認できた場

合のみ落札者として決定しますので、ご注意ください。 

 

４ 資格がないとされた者の説明要求 

「かながわ電子入札共同システム」により資格なしの旨の通知を受けた者は、通知が発行された日

から起算して６日以内（土曜日・日曜日・祝日・「山の日」からお盆期間（８月 11日から８月 16日ま

で）・年末年始（12月 29日から１月３日まで）を除く。（以下「閉庁日等を除く。」という。））に苦情

申立書を「入札担当部署」に持参することにより説明を求めることができます。説明要求に対しては、

受理した日から起算して６日以内（閉庁日等を除く。）に回答します。 

更に、この説明に不服がある者は、説明に係る書面を受領した日から起算して８日（閉庁日等を除

く。）以内に再苦情申立書を「入札担当部署」に持参することにより不服を申し立てることができま

す。再苦情申立については、神奈川県政府調達苦情検討及び入札・契約監視委員会が審議を行います。 



説明要求及び再苦情申立ては、入札事務の執行を妨げないものとします。 

（様式集）（https://www.pref.kanagawa.jp/docs/g7r/cnt/f3430/p10818.html） 

 

５ 技術資料の提出 

(1) 技術資料（提出様式及び添付資料）は、「委託業務別発注概要書」に記載した技術資料の提出期

間に、紙媒体と電子媒体を封筒に入れ、封筒を糊付けして入札担当部署へ提出してください。  

(2) 技術資料の作成にあたっては、別添「総合評価方式に係る説明書」（「入札公告兼入札説明書」と

ともに電子入札画面に掲載してあります。）を確認してください。 

(3) 技術資料は、Ａ４版とし、「自己評価点申請書（表紙）」には、「責任者」、「連絡担当者」及び「電

話番号」を記載した場合は、押印を省略できます。押印を省略する場合で、「責任者」、「連絡担当

者」及び「電話番号」の記載が無かった場合は、技術資料を無効とします。 

(4) 業務実施方針（様式－1a、1b）については、紙媒体とは別に、記載内容を記録した電子媒体（Ｃ

Ｄ－Ｒ：フォーマットは Microsoft Word形式）も提出してください。電子媒体の提出が無い場合

は、業務実施方針に係る評価項目は０点とします。 

(5) 技術資料は、技術資料の提出期間に必着で、持参、郵便書留による郵送又は託送（郵便書留と同

等のものに限る）により送付してください。 

(6) 技術資料を提出期間内に提出しなかった者は失格とします。ただし、かながわ電子入札共同シ

ステムにより辞退届を提出した場合は、辞退とします。 

(7) 提出した技術資料の記載内容の変更は認めません。また、記載に明らかな誤りがある評価項目、

添付資料に不備がある評価項目については加点しません。 

(8) 業務の内容やその特性等に応じ、ヒアリングを実施する場合があります。なお、ヒアリングは提

出された技術資料の内容に係る確認を目的に行うこととし、ヒアリング自体の評価は行いません。 

(9) 技術資料の作成及び提出等に要する一切の費用は、入札参加者の負担とします。また、提出され

た技術資料は返却しません。 

(10) 提出された技術資料は、契約事務、技術審査、業務の監督及び検査以外に、提出者に無断で使

用することはありません。 

(11) 技術資料に虚偽記載等の行為があった場合には、契約の解除や「神奈川県指名停止等措置要領」

に基づく指名停止措置を行うことがあります。 

 

６ 入札書の提出  

(1) 入札書は「かながわ電子入札共同システム」により「委託業務別発注概要書」に記載した期間に

提出してください。 

(2) 入札書には、消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希

望金額の１１０分の１００に相当する金額を記載してください。（落札決定に当たっては、入札書

に記載された金額に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満

の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札価格とします。） 

(3) 入札執行回数は、原則として１回としますが、開札の結果、予定価格の範囲内（失格基準価格以

上）の入札がないときは、再度入札を１回行います。その場合は「かながわ電子入札共同システム」

により開札日から起算して７日（閉庁日等を除く。）以内に通知書を発行します。 

なお、１回目の入札に参加しなかった者、無効な入札をした者又は１回目の入札で失格となった

者は再度入札に参加することができません。 

 

７  落札候補者及び落札者の決定 

(1) 落札候補者は、別添「総合評価方式に係る説明書 ２ 総合評価に関する事項 (3) 総合評価

の方法」により算出する評価値が最も高い者であり、かつ、次の事項を満足する者とします。 

ア 入札価格が予定価格の制限の範囲内であること。 

イ 入札価格が失格基準価格以上であること(失格基準価格未満の入札は失格とします)。 

(2) 落札候補者の決定にあたっては、開札前に審査し算定した「業務実施方針」の評価点に、開札後、

入札参加者の自己評価点を加算し算出した評価値が最も高い者の自己評価点について、技術資料の

審査を行います。また、その結果、評価値に変更が生じて順位が変わる場合には、次に評価値の高

い者の自己評価点について、同様の審査を行い、落札候補者を決定します。よって、落札候補者よ

り評価値が低い入札参加者の自己評価点については、技術資料の審査を行いません。このため、落

札者決定後に公表する落札者以外の入札参加者の技術評価点及び評価値は、確定値となりません。 

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/g7r/cnt/f3430/p10818.html


(3) 入札価格が、品質確保保証価格に 95％を乗じて得た金額（税抜き、１円未満は切捨てとする。）

以上、品質確保保証価格に 99％を乗じて得た金額（税抜き、１円未満は切捨てとする。）未満の範

囲にある場合は、神奈川県県土整備局工事系委託業務に係る「総合評価方式」実施要領第７条第２

項に基づき、契約内容の履行に関する調査を行います。契約内容の履行に関する調査は、「当該入札

価格で履行可能な理由」（様式-１）及び「安全衛生管理の体制に関する事項（点検計画）」（様式-２）

を提出するとともに、ヒアリング調査に応じなければなりません。（技術管理に関する情報提供 

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/m2t/cnt/f490108.html 神奈川県県土整備局工事系委託業

務に係る「総合評価方式」実施要領をご覧ください。） 

(4) 落札候補者に対しては電子メール等で連絡の上、競争参加資格の審査を行い、要件を満たしてい

ることが確認できた場合に落札者として決定します。 

(5) 審査の結果、その者が要件を満たしていることが確認できないときは、当該入札を無効とし、次

に評価値の高い者について同様の審査を行います。その入札も無効とした場合は、順次、評価値の

高い者から同様の審査を行います。 

(6) 同評価値のため複数の者が落札候補者となった場合は、先ず、同評価値の落札候補者全員の自己

評価点申請書について、各提出様式と整合して記載されているかを確認します。その結果において

も、複数の者が落札候補者となった場合は、同評価値の落札候補者全員のくじ引きを行い、落札候

補者の審査順位を決定します。くじ引きにより選ばれた第一順位の落札候補者から、順次、技術資

料の審査を行います。同評価値で、かつ入札価格も同じ場合は、電子くじにより審査順位を決定し

ますが、入札価格が異なる場合は、「入札担当部署」においてくじ引きを実施します。 

 

８ 疑義等申立期間 

  本件入札に入札書を提出した者で、入札執行手続等に疑義がある場合には、保留通知の日の翌日か

ら起算して２日の間に（閉庁日等を除く。両日とも１７時００分まで）、「本工事費内訳書」（業務費内

訳書）等の設計図書と比較ができる資料（※）を持参の上、「入札担当部署」まで申し出てください。

（必要に応じて、資料の提出を求める場合があります。）求めに応じ設計額が記載された設計図書を

閲覧に供します。 

ただし、入札が不調となった場合又は入札制度に関する内容は、疑義等申立制度の対象としません。 

（※）コンサル業務、清掃請負（庁舎外）、環境影響調査については、本工事費内訳書、内訳書、下

位内訳書等、損失補償調査については、業務費内訳書等。 

 

９ 落札候補者の提出書類 

落札候補者として連絡を受けた者は、翌日（閉庁日等を除く。）の１７時００分までに「委託業務別

発注概要書」等により指定した書類を「入札担当部署」あてにファックス又は持参により提出してく

ださい。 

なお、競争参加資格として同種業務の履行実績が設定されている場合、次の指定様式を使用し、必

要書類を添付の上、提出してください。  

（様式集）（https://www.pref.kanagawa.jp/docs/g7r/cnt/f3430/p10818.html） 

 

10 開札後に資格がないとされた者の説明要求 

落札候補者の入札が無効とされた場合、その落札候補者は、落札者決定通知書が発行された日から

起算して６日（閉庁日等を除く。）以内に苦情申立書を「入札担当部署」に持参することにより説明を

求めることができます。説明要求に対しては、受理した日から起算して６日以内（閉庁日等を除く。）

に回答します。 

更に、この説明に不服がある者は、説明に係る書面を受領した日から起算して８日（閉庁日等を除

く。）以内に再苦情申立書を「入札担当部署」に持参することにより不服を申し立てることができま

す。再苦情申立については、神奈川県政府調達苦情検討及び入札・契約監視委員会が審議を行います。 

説明要求及び再苦情申立ては、落札決定の事務の執行を妨げないものとします。 

（様式集）（https://www.pref.kanagawa.jp/docs/g7r/cnt/f3430/p10818.html） 

 

11 入札保証金及び契約保証金  

入札保証金及び契約保証金は、免除します。 

 

 

 

 

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/g7r/cnt/f3430/p10818.html
https://www.pref.kanagawa.jp/docs/g7r/cnt/f3430/p10818.html


12 その他 

(1) 落札者が契約締結までに「１」に掲げた競争参加資格のうち、１つでも満たさなくなった場合は

契約を締結しません。 

(2) 契約書の作成 

ア 契約の締結に当たっては、契約書の作成を要します。 

なお、契約書の作成に要する費用は、落札者の負担とします。また、本契約は、立会人型電子 

契約サービスを利用した電子契約、又は契約担当者が契約の相手方とともに契約書に記名押印す

ることにより確定するものとします。 

イ 契約書は、契約書（案）を基に作成し、電子契約の場合は電磁的措置を執ったうえ、各自その

１通を保持するものとし、書面による契約の場合は２通作成したうえで各自その１通を保持する

ものとします。電子契約を希望する場合は、県会計局指導課のホームページから「電子契約の利

用に係る申請書」をダウンロードしてご提出ください。 

「契約書（案）」https://www.pref.kanagawa.jp/docs/g7r/cnt/f537207/p1176444.html 

「電子契約の導入について」https://www.pref.kanagawa.jp/docs/jk8/denshikeiyaku.html  

(3) 契約手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨とします。 

(4)  次に掲げる入札は無効とします。 

ア 条件として示した競争参加資格を満たさない者が行った入札 

イ 競争参加資格確認に必要な書類について虚偽の記載をした者が行った入札 

ウ 契約締結前に談合情報があり、調査の結果、談合の事実があったと認められた場合の入札 

エ その他入札に関する条件に違反した入札 

(5) 入札金額の算出に当たっては、設計図書中の設計書を優先することとします。 

(6) 落札者が決定通知のあった日から７日以内に当該契約を締結しない場合は、その落札は効力を失

います。 

(7)  公正に入札を執行できないと認められる場合、又はそのおそれがある場合は、当該入札参加者を

入札に参加させず、又は入札の執行を延期し、若しくは取り止めることがあります。 

(8) 開札した後であっても、契約が地方自治法第 234条第５項の規定により確定する前に、発注者に

よる、入札執行手続の誤り又は入札公告や設計図書の誤りが原因で、入札の公正性が損なわれてい

ることが判明した場合には、入札を中止とすることがあります。 

(9) 万一、「かながわ電子入札共同システム」に障害が発生した場合は、入札を中止することがあり

ます。障害が発生した場合は、「入札担当部署」にお問い合わせください。 

(10) 測量士、建築士及び土地家屋調査士等、所得税法第 204条第１項第２号の報酬・料金を請求する

に当たって、個人事業主に該当する場合には、請求書に源泉徴収されるべき額を参考として記載し

てください。 

(11) 設計図書に関する質問への回答は、質問しなかった方も必ず確認してください。回答だけでなく、

情報提供を行うことがあります。 

(12) 前各号に定めるもののほか、神奈川県財務規則及び競争入札の参加者の資格に関する規則の定め

るところによります。 

 

13 入札手続の流れ 
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委託業務別発注概要書 

委託業務番号 県土経２-14 

委託業務名 令和８年度 路面下空洞調査業務委託 

（施工（業務）場

所） 
国道１号 他 小田原市風祭 他 

委託業務の概要 

路面下空洞調査業務 

道路延長 L= 177.0 ㎞ 

車道部探査延長  L= 488.9 ㎞ 

データ分析・整理 L= 488.9 ㎞ 

履行期限 令和９年３月 15日 

 

総合評価方式 

 

本件は、総合評価方式による入札です。 

入札価格及び提出された技術資料により審査、評価を行いますので、技術資料

は、別添「総合評価方式に係る説明書」（「入札公告兼入札説明書」とともに電子入

札画面に添付してあります。）及び「神奈川県県土整備局における総合評価方式に

関する運用ガイドライン〔工事系委託業務編〕」 

（https://www.pref.kanagawa.jp/docs/m2t/cnt/f490108.html）も必ずご覧いた

だき、手続き等間違いのないようにしてください。 

品質確保保証価格 

設定する。 

（品質確保保証価格率については、「神奈川県公共工事等における最低制限価格の

取扱要領」の「最低制限価格率（％）算出の具体式」と同じ式を用いることとし

ます。必ず次の県のホームページで詳細をご確認ください。 

 https://www.pref.kanagawa.jp/docs/m2t/cnt/f4317/p12739.html ） 

失格基準価格 

設定する。 

（失格基準価格の算出方法については、別添「総合評価方式に係る説明書」（「入札

公告兼入札説明書」とともに電子入札画面に添付してあります。）及び「神奈川

県県土整備局における総合評価方式に関する運用ガイドライン〔工事系委託業

務編〕」 

（https://www.pref.kanagawa.jp/docs/m2t/cnt/f490108.html）も必ずご覧いた

だき、手続き等間違いのないようにしてください。） 

最低制限価格 ― 

 

 

競

争

参

加

資

格 

企業形態 単体企業 

営業種目（細

目） 
コンサル「道路」又は「土質及び基礎」 

所在地 - 

営業種目の 

売上高 

令和７・８年度競争入札参加資格認定時において、営業種目の「道路」又は「土

質及び基礎」の直前第１営業年度の売上高を有することを認定されていること。 

有資格技術者数 

令和７・８年度競争入札参加資格認定時において、建設部門（選択科目を「道

路」若しくは「土質及び基礎」とするもの）又は総合技術監理部門（選択科目を「建

設－道路」若しくは「建設－土質及び基礎」とするもの）の技術士を有することを

認定されていること。 

同種業務の 

履行実績 

平成２８年４月１日以降に、公共機関等から「路面下空洞探査車による路面下

レーダー探査業務」に関する業務を元請けとして受注し、完了した実績を有する

こと。 

※｢公共機関等｣とは、｢コリンズ・テクリス検索システム利用契約約款」第２条第

二号で規定する機関とする。 



配置予定技術者

の資格 

管理技術者は、次の①及び②を満たす者とする。 

① 次のいずれかの資格を有する者 

 １ 技術士（建設部門（選択科目：「道路」又は「土質及び基礎）」 

 ２ 技術士（総合技術監理部門（選択科目：「建設-道路」又は「建設-土質及び

基礎」） 

 ３ ＲＣＣＭ（専門技術部門：「道路」又は「土質及び基礎」） 

② 次の実績を有する者 

 平成２８年４月１日以降に公共機関等から発注された「路面下空洞探査車によ

る路面下レーダー探査業務」において、管理技術者又は担当技術者としての実績

を有する者。 

※ ｢公共機関等｣とは、｢コリンズ・テクリス検索システム利用契約約款」第２条

第二号で規定する機関とする。 

その他 

路面下空洞探査車を自社で保有していること。 

【見積公募対象案件】 

 令和８年７月 28 日公告「【見積公募 県土経２－10】令和８年度 路面下空洞

調査業務委託」の見積書を提出した者であること。 

事後審査 有り 

競争参加資格確認申

請期限及び通知日 

申請期限 令和８年９月 17 日（１５時００分）まで 

    「かながわ電子入札共同システム」により申請してください。 

※ 申請することにより、別紙「誓約事項及び競争参加資格確認に係る注意」の誓

約事項について誓約したものとみなされますので、資格をよく確認した上で申

請してください。  

※ 参加資格については、電話でお問い合わせください。  

※ 代表者等のＩＣカードの登録内容が変更となっているにもかかわらず、変更

前のＩＣカードを使用して入札に参加するなど、ＩＣカードの不正使用が判明

したときは、入札参加資格の取り消しや入札の無効等となりますので、ご注意

ください。 

詳細は、次の県のホームページで「電子入札運用基準」をご確認ください。    

（https://nyusatsu.e-kanagawa.lg.jp/html/kiyaku.html） 

※ 代表者の変更に伴うＩＣカードの更新手続中など、「かながわ電子入札共同シ

ステム」の利用ができない場合には、「入札担当部署」に電話でお問い合わせく

ださい。 

確認通知日 令和８年９月 24日 

ただし、競争参加資格「有」と通知された場合でも、開札後、改めて資格を確認

し、資格が確認できなかった者の入札は無効としますので、ご注意ください。 

設計図書（現場説明

書を含む）の取得方

法等 

競争参加資格が「有る」方を対象とし、競争参加資格確認通知書に添付します。 

ファイルはＺＩＰ形式で圧縮されておりますので、ご使用のパソコンに保存し

てから展開してご覧ください。 

なお、設計図書の閲覧は行いません。 

配布した設計図書等を本入札以外の目的で使用することを禁止します。 

https://nyusatsu.e-kanagawa.lg.jp/html/kiyaku.html


設計図書に関する 

質問及び回答 

設計図書に関する質問は、入札参加資格を有するとの確認を受けた者に限りま

す。 

質問期限内に下記のアドレスに電子メールを送信してください。 

（「かながわ電子入札共同システム」ではありません。） 

※ 「質問書（県土整備局様式）」は、下記様式集からダウンロードしてください。 

（様式集）（https://www.pref.kanagawa.jp/docs/g7r/cnt/f3430/p10818.html） 

※ 電子メールの「件名」には委託業務番号（又は委託業務名）を記載してくださ

い。 

※ 電子メールの「本文」には、委託業務番号（又は委託業務名）及び質問者名

連絡先（電話番号）のみ入力し、質問文面は添付する「質問書（県土整備局様

式）」に記載してください。 

※ 質問文面には会社名を記載しないでください。 

※ 「質問書（県土整備局様式）」を電子メールに添付して送信してください。 

※ やむを得ない場合は、直接お問い合わせください。 

メールアドレス dourokanri@pref.kanagawa.lg.jp 

電話 ０４５－２１０－１１１１ 内線６８４６（道路管理課維持防災グループ） 

質問期限 令和８年９月 29 日（１５時００分）まで 

（２回目の質問期間は設けていません。） 

回答日 令和８年 10月１日 

    「かながわ電子入札共同システム」で閲覧に供します。 

※ 質問しなかった方も必ず確認してください。 

※ 質問に対する回答だけでなく、情報提供を行うことがあります。 

技術資料の提出期間 

（入札担当部署へ 

紙媒体と電子媒体を

提出） 

令和８年９月 25日(８時３０分～１７時００分)から 

令和８年 10月６日(８時３０分～１７時００分) まで（閉庁日を除く。） 

（提出した技術資料の変更は認めません。） 

入札書の提出期間 

令和８年 10月 13日（８時３０分～２０時００分）及び 

令和８年 10月 14日（８時３０分～１５時００分） 

(入札書の再提出はできません。事前に必ず質問の回答を確認してください。) 

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/g7r/cnt/f3430/p10818.html
mailto:dourokanri@pref.kanagawa.jp


開札予定日 

令和８年 10月 15日 

 

開札後、全員に保留通知が届きますのでご承知おきください。 

保留通知日の翌日から３日目（閉庁日等を除く。）以降に、落札候補者には電

子メール等で連絡しますので、都合の良い時間に確認してください。 

 事後審査時提出書類： 

１ 内訳書 

２ 同種業務の履行実績届 

 （様式集）https://www.pref.kanagawa.jp/docs/g7r/cnt/f3430/p10818.html 

３ 配置予定技術者の資格が確認できる書類の写し 

４ 路面下空洞探査車を自社で保有していることが確認できる書類の写し 

 

ただし、予定価格の範囲内かつ失格基準価格以上で最も高い評価値の者が複

数ある場合は、くじ引きにより落札候補者を決定します。 

なお、その者の入札した価格が品質確保保証価格に 95％を乗じて得た金額以上、

品質確保保証価格に 99％を乗じて得た金額未満の範囲にある場合は「契約内容の

履行に関する調査」を行い、その結果、契約内容に適合した履行がされると認めら

れたときは、落札候補者となります。 

 

※  同評価値で、かつ入札価格も同じ場合は、電子くじにより審査順位を決

定します。くじ引きの具体的な方法については、別添「電子くじ引きの方法

について」をご参照ください。 

※ 同評価値であっても入札価格が異なる場合は、くじ引きを実施します。 

 

（なお、開札状況（第３順位までの金額）は「かながわ電子入札共同システム」の

入札状況一覧からご覧いただけます。） 

 

疑義等申立期間 

本件入札に入札書を提出した者で、入札執行手続等に疑義がある場合には、保

留通知の日の翌日から起算して２日の間に（閉庁日等を除く。両日とも１７時０

０分まで）、「本工事費内訳書」（業務費内訳書）等の設計図書と比較ができる

資料を持参の上、「入札担当部署」まで申し出てください。（必要に応じて、資

料の提出を求める場合があります。）求めに応じ設計額が記載された設計図書を

閲覧に供します。 

ただし、入札が不調となった場合又は入札制度に関する内容は、疑義等申立制

度の対象としません。 

支払条件 

前金払 

  実施する 

保証事業会社の保証を受けた場合には、請求により業務委託料の100分の30以内

の前金払を行います。 

入札担当部署 

（入札手続に関する

問合せ先） 

神奈川県 県土整備局事業管理部県土整備経理課 経理第二グループ  

横浜市中区日本大通１ 

電話    045－210－1111（内線6085） 

ファックス 045－210－8880 

電子入札操作に関す

る問合せ先 

コールセンター（平日 ９時００分～１７時００分） 

０１２０－９２１－１８２（フリーコール） 

  

https://www.pref.kanagawa.jp/docs/g7r/cnt/f3430/p10818.html


電子くじ引きの方法について 
 

 

１ 最も評価値の高い者が複数であった場合、かつ、入札価格が同じ場合は、かながわ電
子入札共同システムにて電子くじを実施し、落札候補者の順位を決定し、その順位に従
って審査を行います。 

  なお、電子くじの方法は、次の「かながわ電子入札共同システム（マニュアル）」の抜
粋をご参照ください。 

       

かながわ電子入札共同システム（マニュアル）抜粋 

 

電子くじについて 

かながわ電子入札共同システムでは、開札の結果くじ引きが必要になった場合に、あらかじめ入札書

に入力されたくじ番号を元にして電子くじを実施することができます。 

電子くじの仕組みは次のとおりです。 

① 抽選に参加する業者をくじ番号により昇順に並べ替え、「順位番号」を付与します。 

（くじ番号が同値の場合は、入札書提出順とします） 

② くじ番号合計値ｘに発注者が「くじ引き判定ボタン」を押下した日時のミリ秒数ｙを加算した数値を

抽選参加業者数ｚで除算し、その 余り に１を加算した数を「当選数」とします。 

 

計算式：（ｘ＋ｙ）／ｚ＝ｍ・・・ｎ 当選数＝ｎ＋１ 

（例）ｘ＝１６ ｙ＝２５０ ｚ＝３の場合 

（１６＋２５０）÷３＝８８ 余り２ 

当選数＝２＋１＝３ 

 

③「順位番号」と「当選数」が一致する業者を「当選者＝ 落札者 」とします。 

 

※ 同じくじ番号が入力された場合でも、選ばれる落札者は１名です。 

 

注：上記枠中の落札者を、第１順位の落札候補者と読み替えます。 

２ 上記枠中の②において、余り（青枠内）に２を加算した者を第２順位の落札候補者、
３を加算した者を第３順位の落札候補者…と、くじ引き参加者全員の順位を決定します。 
 第２順位の落札候補者以降、余りに加算数値を足した数値が参加業者数を超えたとき
は、当該数値から参加業者数を引いた数の者になります。 
 なお、くじ引きの結果については、落札者決定通知書と併せて送付します。 

 
３ 第１順位の落札候補者に対し電子メール等で連絡の上、書類の提出を求め、競争参加
資格を審査します。その結果、要件を満たしていることが確認できた場合は落札とし、
落札者決定通知書を発行します。 

 
４ 第１順位の落札候補者が競争参加資格の要件を満たしていると確認できなかった場合
は、第２順位の落札候補者に対し電子メール等で連絡の上、書類の提出を求め、競争参
加資格を審査します。以降、競争参加資格の要件を満たしていることが確認できるまで、
３と４を繰り返します。 

注 


